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要旨

気候変動に関する研究は、気候が変動しているかどうかの検出と、気候が変動している場合、その要因を特定

することが主な目的となる。これらの目的の達成のため、物理法則に依拠した気候モデルによるシミュレーショ

ン実験が行われてきた。しかし、IPCC第 5次報告書で取り上げられたように、近年、気候モデルによるシミュ

レーション実験に依拠しない手法が注目されている。観測データは一般に時系列として記録されることから、特

に近年、時系列分析の手法を応用して気候変数間の関係性を特定する、気候計量経済学 (climate econometrics)

と呼ばれる学問領域が確立されつつある。気候計量経済学においては、経済時系列分析の分野で蓄積された知見

を気候時系列データに応用することで、観測データが持つ統計的特性に配慮しつつ、より望ましい統計モデルの

構築が試みられている。そこでは、経済時系列分析で標準的な手続きとされている時系列データの定常性・非定

常性についての統計的検定や、非定常データの統計分析手法によって気候時系列データを分析することによっ

て、観測データから気候変動の有無や要因特定を行う研究がなされている。

本稿は、新しい学問領域である気候計量経済学分野の研究サーベイを通じて、従来の気候変動研究と時系列分

析がどのように結びついてきたのかを明らかにすることを目的とする。具体的には、従来の気候モデルと時系列

分析との関係を整理し、時系列分析の手法で構築される統計モデルを利用することの意義を明らかにする。ま

た、観測データの統計的特性に関する従来の取り扱いを整理して、気候変数の非定常性と共和分および誤差修正

モデルについて触れる。
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Abstract

Researches on climate change mainly focus on detecting whether climate is actually changing, and

if so, attributing what causes climate change. To accomplish these goals, simulation experiments have

been conducted with climate models constructed based on physical laws. On the other hand, due to the

fact that observational data of climate variables are in general recorded in the time horizon, statistical

methods such as time series models have attracted much attention in recent years. In particular, as

mentioned in the IPCC fifth assessment report, techniques having developed within economic time series

analyses are used for assessing a causal relationship between external drivers of climate and observed

climate change This new area of economic time series analysis, called climate econometrics, is a main

focus of the current manuscript. We first review the literature to show the connection between physical

and statistical models of climate. We then sort out previous researches on the statistical characteristics

of observational data of climate variables. we also investigate non-stationarity of major climate variables,

on which co-integration and error correction models are built. Finally, we discuss importance of using

time series models in climate research.
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1節 はじめに
気候変動に関する研究は、気候が変動しているのかどうかの検出 (detection) と、変動していると判断さ

れた場合にその要因を特定 (attribution) することが主な目的となる。そのための方法として、熱流体動力学

(thermo-fluid dynamics) や熱力学 (thermo-dynamics) などの物理法則に基づく微分方程式体系として表現さ

れる気候モデルの構築と、気候モデルによるシミュレーション実験が長らく主流の位置を占めてきた (Gregory

et al., 2007)。気候モデルによるシミュレーション実験では、モデルのカオス的振る舞いのために出力結果は初

期値に依存する。そのため、シミュレーション実験に基づく分析では、異なる初期値から複数のパスを発生さ

せ、その平均を求めるアンサンブル実験が行われる。

一方、気候変動の要因特定に関して、気候モデルのシミュレーション実験に依存しない手法も利用されるよう

になってきた (IPCC, 2013)。観測データは一般に時系列として記録されることから、特に近年、時系列分析の

手法を応用して気候変数間の関係性を特定する、気候計量経済学 (climate econometrics) と呼ばれる学問領域

が確立されつつある。気候計量経済学においては、経済時系列分析の分野で蓄積された知見を気候時系列データ

に応用することで、観測データが持つ統計的特性に配慮しつつ、より望ましい統計モデルの構築が試みられてい

る。そこでは、経済時系列分析で標準的な手続きとされている時系列データの定常性・非定常性についての統計

的検定や、非定常データの統計分析手法によって気候時系列データを分析することによって、観測データから気

候変動の有無や要因特定を行う研究がなされている。

時間領域における時系列データの解析では、一般に Box-Jenkins流の手法が用いられることが多かったが、経

済時系列分析の分野では、1970年代後半以降、時系列の定常性が強く意識されている。Granger and Newbold

(1974)が指摘するように、非定常データに従来の手法をそのまま当てはめると、回帰モデルに関する統計的推

測が正しく行われなくなるなど、いわゆる「見せかけの回帰」と呼ばれる現象が発生する。その後の研究によ

り、経済時系列の多くは単位根を持つ非定常データであることが判明するとともに、時系列が単位根を持つか否

かに関する統計的検定手法が複数開発されてきた (Dickey and Fuller, 1979; Said and Dickey, 1984; Phillips

and Perron, 1988; Kwiatkowski et al., 1992; Kim and Perron, 2009)。それと同時に、複数の非定常時系列

データの線形結合が定常となる場合のあることが示され (Engle and Granger, 1987)、Johansen (1988, 1991)

によりベクトル誤差修正モデルが提示されるに至った。

以上のように、経済時系列の分野では、時系列データを用いて変数間の関係を分析する場合、定常性・非定常

性に関する検定やベクトル誤差修正モデルの利用が標準的である。気候変数間の関係を観測データによって分析

する場合にも、見せかけの回帰など経済時系列の分野で指摘されてきた現象への対処が必要となるが、気候変動

が物理法則に基づく以上、理論と整合的な時系列モデルの構築が求められてきた。

ごく最近、微分方程式体系に基づく気候モデルを離散近似した場合、ベクトル誤差修正モデルによって記述さ

れることが Pretis (2019)によって明らかにされた。Pretis (2019)が用いた気候モデルは、後述のように、シ

ンプルなエネルギー収支モデルであるが、物理法則に依拠する気候モデルが、データの統計的特性によって構築

される時系列モデルと具体的に結びつくことを示した点で画期的である。これを嚆矢として、気候計量経済学が

気候変動研究において果たす役割は、さらに重要性が増すものと期待される。

本稿は、新しい学問領域である気候計量経済学分野の研究サーベイを通じて、従来の気候変動研究と時系列分
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析がどのように結びついてきたのかを明らかにすることを目的とする。具体的には、従来の気候モデルと時系列

分析との関係を整理し、時系列分析の手法で構築される統計モデルを利用することの意義を明らかにする。ま

た、観測データの統計的特性に関する従来の取り扱いを整理して、気候変数の定常性について触れる。本稿の構

成は以下の通りである。2節は気候変動の検出と要因特定手法に関して、気候モデルと統計モデルの関係を整理

する。観測データの統計的特性の取り扱いについては 3節で取りまとめ、4節で今後の展望を述べる。

2節 気候モデルと統計モデル
2.1 気候モデル

気候モデルは気象現象や気候要素の再現を目的として、物理法則に基づいた微分方程式体系で表される。気候

モデルには、大気現象を記述する基礎方程式系に依拠する大気海洋結合大循環モデル (AOGCM) や、生物、化

学的反応も取り込んだ地球システムモデル (ESM) のように複雑なモデルがある。一方、熱力学第一法則に基づ

き、システムの持つエネルギー収支と温度の時間変化の関係を記述するエネルギー収支モデル (EBM) のように

単純な気候モデルも存在する。

ここでは、統計モデルとの連携に関して、Estrada et al. (2013)、 Kaufmann et al. (2013)、Pretis (2019)

らが統計モデル構築の際に依拠した EBMに関して記述する。

EBMは地表面を一様な空間とみなした場合、左辺を地表面の温度変化、右辺を地表面のエネルギー収支とし

て、以下のように与えられる (North et al., 1981; Mann, 2011)。

C
dT

dt
= F − f(T ) (1)

ただし、T は地表面温度であり、C は地表面の熱容量、F は温室効果ガス濃度などを用いて計算される放射強

制力、f(T ) = εσT 4 は地表面温度に依存する地表面からの放射である。ただし、ε、σ はそれぞれ地表面の放射

率とシュテファン=ボルツマン定数である。

また、海洋を一様な空間とはみなさず、熱容量が小さく大気に応答する表層混合層と、熱容量が大きい深層の

2区画に分割した 2-コンパートメント EBMは、[
dTm

dt
dTd

dt

]
=

[ 1
Cm

− γ
Cm

0 γ
Cd

] [
−λ 0 1
1 −1 0

] Tm
Td
F

 =

[ 1
Cm

(−λTm + F )− γ
Cm

(Tm − Td)
γ
Cd

(Tm − Td)

]
(2)

と表現される (Gregory, 2000; Held et al., 2010; Pretis, 2019)。ここで、T は基準となる温度からの乖離、C

は熱容量であり、添字のmと dは、表層混合層と深層を表す。2-コンパートメント EBMでは、放射の出入り

は表層混合層と大気の間のみで、表層混合層と深層の間では熱交換のみが行なわれる設定になっている。した

がって、λTm は海洋から大気への放射を、γ (Tm − Td)は表層混合層と深層の熱交換を表している。なお、λは

温度が高いほど放射が増加することを表す気候フィードバック定数、γ は熱交換の速さを表す比例定数である。

気候変動の検出と要因特定は、主に気候モデルを用いたシミュレーション実験に依拠してきた (Gregory

et al., 2007)。シミュレーション実験では、気候モデルの持つカオス的振る舞いのため、出力結果は初期値に依

存する。初期値の影響を減らすために、異なる初期値を用いて発生させた複数のパスの平均を求めるアンサンブ

ル実験が行われるが、多大な計算資源が必要となる (IPCC, 2013)。

気候モデルを用いた気候変動の検出では、観測された気候の変動が気候の内部変動のみで説明できるか否かが

統計的に検定される。一方、気候変動の要因特定では最適フィンガープリント法が広範に用いられる。最適フィ

ンガープリント法では、観測された気候変動は外部強制力に対する気候応答および気候の内部変動によって表さ

れ、重回帰分析の枠組みで外部強制力の影響の有無が検定される。ただし、気候の内部変動は、人間活動とは関

係なく生じる気候の変動から気候システムの外から作用する外部強制力による変動を除いたものであり、気候モ
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デルにより推定される。このため、気候モデルがどれだけ正確に気候の内部変動を再現できるかが問題となる

(Hegerl and Zwiers, 2011)。

2.2 統計モデル

観測データに基づいて時系列分析の枠組みで統計モデルを構築し、気候変動の検出や要因分析を行う場合、気

候モデルによるシミュレーション実験に依拠せずに済むため、気候モデルがどれだけ内部変動を再現できるかに

依存しないことと、必要な計算資源が少ないという利点がある。一方で、統計モデルを利用する場合は、気候時

系列の性質や統計モデルと物理法則との整合性が問題となる (IPCC, 2013)。

統計モデルと気候モデルの連携を考える上で、(1)の定常解が利用された。エネルギー収支が均衡している場

合、(1)の右辺がゼロとなるので、f(T ) = εσT 4 を線形近似して整理すれば、放射強制力と地表面からの放射の

関係は以下のように表すことができる。
Tt = α1 + β1Ft + µt (3)

ただし、µt は気候の揺らぎや観測誤差などを表す定常な撹乱項である。以後、本稿では特に断りがない限り定

常性は、平均と共分散が時間に依存せず一定である弱定常性のことを指す。放射強制力と地表面からの放射との

関係が (3)によって安定的に記述されるためには、次の条件のいずれかが満たされる必要がある。

条件 1 Tt および Ft のいずれもが定常であること。

条件 2 Tt と Ft が確定的トレンドを共有すること。

条件 3 Tt と Ft が確率的トレンドを共有すること。

条件 1が成り立つ場合には、(3)に基づいて通常の線形回帰分析を行なうことができる。条件 1が満たされない

ときは、Tt または Ft、あるいは両方が定常性を有さない場合となるが、このとき (3)のパラメータを OLSに

よって推定すると、見せかけの回帰と呼ばれる現象が発生し、パラメータの t検定など、統計的仮説検定を正し

く行なうことができない。条件 2については、Tt と Ft が確定的トレンド周りで定常であり、かつ、このトレン

ドを共有することで両者のトレンドが打ち消し合って、(3)が成立する。条件 3は、Tt と Ft との線形結合が定

常になる場合であり、両者の間に共和分関係があるといわれる。共和分関係は、地表面温度と放射強制力の間に

長期的に安定した関係が存在することを意味しており、時系列分析の手法によって観測データから統計的に確認

することができるという点で、気候変動研究における時系列分析の貢献を示すものといえよう。

いずれの条件でも、Tt と Ft の定常性は単位根検定により観測データから確認される。既存研究では、次節で

触れるように Gay-Garcia et al. (2009)、Kaufmann et al. (2010) らのように相反する結果が報告されている。

(3) に依拠した代表的な研究として、Estrada et al. (2013) や Kaufmann et al. (2013) がある。Estrada

et al. (2013)は、1880年から 2010年までの年次データを用いて、地表面温度と放射強制力に関する分析を行っ

た。単位根検定の結果、条件 2が検討されることを確認した上で、それらが確定的トレンドを共有しているか否

かが Bierens (2000)の手法により検定された。分析の結果、温室効果ガス由来の放射強制力が地表面温度の変

化の主要因であり、温室効果ガス放出抑制策が、地球温暖化のペース低減に有効であることが明らかとなった。

これに対して、Kaufmann et al. (2013)は、地表面温度に単位根が生じる仕組みを明らかにするため、1850

年から 2000年までの年次データを用い、観測された放射強制力と、それを AOGCMに当てはめて生成された

全球の地表面温度について (3)を念頭にした分析を行った。単位根検定の結果、Estrada et al. (2013)と異な

り、条件 2ではなく、条件 3が検討されるとして、(3)を共和分関係の下で書き換えた

∆Tt = α2 + ρµt−1 +

s∑
i=1

ϕi∆Tt−i +

s∑
i=1

ψi∆Ft−i + ηt (4)

によって分析を行った。ただし、∆は階差演算子であり ∆Tt = Tt − Tt−1、α2 は定数、ϕi、ψi はそれぞれ過

3



去の地表面温度と放射強制力の変化量から現在の地表面温度の変化量に与えられる影響の大きさを表す係数であ

る。ここで、µt は (3)の撹乱項に相当し、上式では µt−1 = Tt−1 − α1 − β1Ft−1 となる。µt は地表面温度と放

射強制力の長期安定関係からの一時的な乖離を表していて、ρは安定関係が一時的に損なわれた際に元の安定関

係に戻る速さを表す調整係数である。ηt は定常な撹乱項である。分析結果から、気候の仕組みとして放射強制

力の確率的トレンドが地表面温度に伝達され、地表面温度が確率的トレンドを持つことが確認された。

2-コンパートメント EBMに対応する統計モデルは、Pretis (2019)が詳細に検討している。そのためにまず、

(2) で記述される 2-コンパートメント EBM に、平均回帰過程である Ornstein-Uhlenbeck 過程 dν を導入し

て、気候の揺らぎや観測誤差の影響を取り込んだ確率微分方程式 (5)に書き換える。

dY = ΠY dt+ dν (5)

ただし、Y、Π、α、β はそれぞれ

Y =
[
Tm Td F

]′
, Π = αβ′, α =

 1
Cm

− γ
Cm

0 γ
Cd

0 0

 , β′ =

[
−λ 0 1
1 −1 0

]

であり、Πは (3× 3)のランク 2の行列、dν = DdW、DはDD′ が正値定符号となる (3× 3)のパラメータ

行列、W は 3次元のブラウン運動を表す。

(5)を統計モデルとして観測データによって分析するために、離散時間のモデルに書き換える必要があるが、

この場合、物理モデルの段階で不確実性を取り込んでいるため、(3) のように、エネルギー収支の均衡条件を直

接用いることはできない。そこで Pretis (2019)は、Kessler and Rahbek (2004)による確率微分方程式の離散

時間近似を援用して、(6)を導いた。
∆Y t = PY t−1 + ηt (6)

ただし、P = exp(Π) − I = α̃β′ である。行列指数関数 exp(Π) は exp(Π) =
∑∞

k=0
1
k!Π

k を満たし、

α̃ = α(β′α)−1
[
exp(β′α)− I

]
である。このとき、(6)はベクトル自己回帰モデル (VECM) として推定可能

であり、α̃は安定関係が一時的に損なわれた際にもとの安定関係に戻る速さを表す調整係数行列、βは変数間の

長期安定関係を表す共和分行列である。また、撹乱項 ηt は平均 0、分散共分散行列Σの多変量正規分布に従う。

このとき、(5) と (6) の等価性は、 (6) において α̃、β に関してパラメータ制約をかけることで成立する。

VECMの推定や、パラメータ制約の検定手法は時系列分析において確立されており (Juselius, 2006)、それを

援用することで観測データを用いて気候モデルのパラメータ推定や検定などが実行可能である。さらに、地表面

温度と放射強制力の間のフィードバック関係は、放射強制力を内生変数として扱うことにより、モデルに取り込

むことができることも示された。これは、気候変動が経済活動への影響を通した温室効果ガス排出の変化が、放

射強制力に影響することが確認されている (Dell et al., 2014; Hsiang, 2016; Pretis, 2017)からである。このこ

とから、変数の統計的特性に基づき、VECMの枠組みで、経済モデルと気候モデルを統合可能なことが示唆さ

れた。また、時系列分析の枠組みで気候変動を研究する場合、Perron and Yabu (2009)や Castle et al. (2015)

などの変数の構造変化を評価する手法を用いることで、政策介入などの気候変動への影響評価も可能である。

3節 観測データの統計的特性の取扱い
時系列分析の枠組みにおいては、2節で記述したように変数が単位根を持つか否かにより適用される分析手法

が異なるため、気候変数の単位根の有無に関する議論が行われてきた。

気候変数が単位根を持たない場合、通常の Granger因果性の検定 (Granger, 1969) や、確定的トレンドの共

有に関する検定 (Bierens, 2000) などが利用される。一方、単位根を持つ場合、単位根を持つ非定常過程に適用

可能な Granger因果性の検定 (Toda and Yamamoto, 1995) や、共和分の枠組みでの分析が行われる。
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一般に変数の単位根の有無は、単位根検定により判断される。ADF検定 (Dickey and Fuller, 1979; Said and

Dickey, 1984) や、ADF検定よりも撹乱項に関する制約が少ない PP検定 (Phillips and Perron, 1988)、前者

と 2つとは逆の帰無仮説を設定する KPSS検定 (Kwiatkowski et al., 1992)などは、検定で用いられるモデル

の定数項やトレンド項といった確定項に構造変化を仮定しない単位根検定である。一方で、Kim and Perron

(2009)のように確定項に構造変化を仮定した単位根検定も存在している。単位根検定で用いられるモデルの確

定項に置かれる仮定は検定結果に影響を及ぼしうるため、同じデータに対しても、適用される検定によって、異

なる判断が下される場合がある。

地表面温度の統計的特性に関しては、理論との整合性とデータの統計的特性のどちらを重視するかにより、以

下のような論争が行われた。1870年から 2000年までの年次データを用い構造変化を考慮した単位根検定を行っ

た結果、地表面温度はトレンド定常過程に従うとされた。(Gay-Garcia et al., 2009)。これに対し、Gay-Garcia

et al. (2009)と同様の期間のデータを用いたところ、放射強制力が、構造変化を考慮したとしても単位根を持つ

非定常過程に従うこと、理論から放射強制力と地表面温度の間に共和分関係が期待されること、および地表面温

度の予測に関して、放射強制力と地表面温度の共和分を考慮したモデルの方が、地表面温度をトレンド定常過程

として扱ったモデルよりも予測精度が高いことから、地表面温度の単位根を持つ非定常過程であると主張された

(Kaufmann et al., 2010)。この主張への反論として、地表面温度と放射強制力が共に単位根過程に従う場合に

のみこれらの間で共和分関係が考慮されるため、モデルの予測精度を根拠とした主張は不適切であり、地表面温

度はトレンド定常過程に従うとの反論がなされた (Estrada et al., 2010)。

地表面平均温度は二酸化炭素の累積総排出量とほぼ比例関係にあり (IPCC, 2013)、この二酸化炭素排出は社

会・経済活動の影響を受ける。GDP 等の人間の社会・経済活動の指標は単位根過程として記述されることが

多く、これが放射強制力を通して地表面温度に単位根を生じさせているものと思われる。さらに、Kaufmann

et al. (2013)の分析結果からも、地表面温度は単位根を持つ非定常過程に従うとするのが妥当と思われる。

4節 おわりに
気候モデルのパラメータは観測データを用いて、時系列分析の枠組みに基づく統計モデルにより、推定、検定

可能なことが示された。これは、シミュレーション実験を行うことなく、少ない計算資源の利用で気候変動の検

出や要因特定が可能であることを意味している。さらに、経済活動に起因する外部強制力を内生化したシステム

を構築することで、経済モデルと気候モデルを結びつけることや、構造変化を評価する手法を用いることで、政

策介入などの気候変動への影響評価も行うことが可能である。

また、気候変数の時系列的特性に関しては、観測期間を延長して、さらなる検討がなされることが期待される。
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